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木造住宅密集地域の分布状況  

東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」（平成 22 年 1 月改訂）より 
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昭和 55 年以前木造建物棟数密度の状況
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東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」（平成 22 年 1 月改訂）より 
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道路混雑時の平均旅行速度（他都市との比較）
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東京都建設局概要2010（平成17年度　全国道路交通情勢調査）により作成
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東京都における混雑時平均旅行速度の関東平均比及び全国平均比の推移（一般道）
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国土交通省「道路交通センサス」（平成17年度）より作成
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首都圏の渋滞による損失額等

【都道府県別１ｋｍ当たり渋滞損失額】

国土技術政策総合研究所「東京圏における社会資本の効用」（平成17年7月）より転載
国土交通省道路局ホームページより転載
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東京都建設局「東京都道路現況調書　平成21年度」より作成 ※道路率：行政面積中に占める道路面積の割合

道路率の国内都市比較
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「東京都の道路２０００」により作成 ※2009.4時点で東京都（区部）は16.2%

道路率の海外都市比較
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環状道路の整備状況（海外都市比較図）

東京 ロンドン パリ

2010年4月 2007年 2009年
計画延長 供用延長 整備率 計画延長 供用延長 整備率 計画延長 供用延長 整備率
約520km 約245km 約47% 188km 188km 100% 313km 267km 85%

ベルリン 北京 ソウル

2007年 2009年 2007年
計画延長 供用延長 整備率 計画延長 供用延長 整備率 計画延長 供用延長 整備率
223km 217km 97% 433km 433km 100% 168km 168km 100%

国土交通省（関東地方整備局道路部）ホームページより作成
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◆※印区間の開通年度については現在検討中
◆未開通区間のIC・JCT名は仮称（つくば中央ICを除く）
◆開通目標は2010年4月時点（圏央道つくば中央IC～つくばJCTは4月24日開通）
◆３環状（三環状）とは、「圏央道（首都圏中央連絡自動車道）」、
「外環（東京外かく環状道路）」、「中央環状（首都高速道路中央環状線）」の３つの環状道路の総称。

国土交通省ホームページより

３環状道路の開通目標
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東京圏
３１区間
大阪圏
２０区間
名古屋圏
８区間

（東京圏）

：輸送人員（指数：
昭和50年度＝100）

：混雑率（％）

：輸送力（指数：昭
和50年度＝100）

東京圏　３１区間
大阪圏　２０区間
名古屋圏　８区間

：混雑率（％）

（大阪圏） （名古屋圏）

：輸送力（指数：昭和50年度＝100）
：輸送人員（指数：昭和50年度＝100）

三大都市圏の最混雑区間における平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移

国土交通省ホームページ鉄道局「都市鉄道の整備」より転載 10



平成20年度　国土交通白書（参考資料編）により作成

鉄道混雑率の海外都市比較
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運輸振興協会発行　国土交通省監修：
数字で見る関東の運輸の動き2009により作成

※「都市交通年報」に記載のある路線のうち、主要31区間及び最混雑1時
間当たりの輸送量が3万人を超える路線について国土交通省資料に基づ
き記載

路線別混雑率の推移
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％

神奈川方面

多摩方面
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その他

路線別混雑率ワースト順位（2007年）

ワースト
順　　位

方面
最混雑区間の
混雑率（％）

第１位 その他 ＪＲ 京浜東北線 209 上野 → 御徒町

第２位 千葉 ＪＲ 総武線緩行 206 錦糸町 → 両国

第３位 その他 ＪＲ 山手線 205 上野 → 御徒町

第４位 埼玉 ＪＲ 埼京線 200 板橋 → 池袋

第５位 神奈川 民鉄 東急田園都市線 198 池尻大橋 → 渋谷

〃 多摩 ＪＲ 中央線快速 198 中野 → 新宿

〃 千葉 ＪＲ 京葉線 198 葛西臨海公園 → 新木場

路線名 最混雑区間
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日本人海外旅行者数・訪日外国人旅行者数の推移

（資料）平成21年版観光白書より作成
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国際旅行収入ランキング（平成19年）

（注） 1　世界観光機関（UNWTO）資料に基づき（独）国際観光振興機構（JNTO）作成。
2　本図の数値は2008年10月時点の暫定値である。（　）は2007年の数値が公表されていないため、2006年の数値を利用した。
3　本図の国際旅行収入には、国際旅客運賃が含まれていない。

（資料）平成21年版観光白書より作成
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海外主要都市別国際会議開催件数(2008年）
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日本政府観光局　2008年国際会議統計より作成
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外資系企業数の推移

経済産業省「外資系企業動向調査」より作成
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（社）

全国

東京都

埼玉県

千葉県

神奈川県

愛知県

大阪府

≪調査対象企業≫
　３月末時点で以下の条件を満たす企業（金融・保険業、不動産業を除く）
（１）外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している企業
（２）外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している持ち株会社が
出資する企業であって、外国投資家の直接出資比率及び間接出資比率の
合計が３分の１超となる企業
　いずれの場合も、外国側筆頭出資者の出資比率が１０％以上であること

1,434

1,678

2,230

2,948

988

1,161

1,564

2,018

大阪府　　　131
神奈川県　 127
千葉県        23
愛知県        18
埼玉県        15

神奈川県   174
大阪府      119
千葉県        28
埼玉県        18
愛知県        18

神奈川県   224
大阪府      147
愛知県        35
千葉県        34
埼玉県        25

神奈川県   289
大阪府      187
千葉県        61
埼玉県        54
愛知県        54
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東京都における地域の活動に関する意識調査

地域への親しみ 自治会組織の有無 地域の活動や行事への参加

Ｑ２：あなたは、住んでいる地域に対して親しみ
を感じますか。

Ｑ４：あなたのお住まいの地域には、自治会組織
（自治会、町内会、町会など）がありますか。

Ｑ６：あなたは、お住まいの地域の次のような活動や行事
（防犯活動への参加を除く）に参加していますか。

（ｎ＝486） （ｎ＝486） （ｎ＝486）

隣人との関わり 自治会活動の活発さ

Ｑ３：あなたは、隣近所（両隣と向こう三軒程
度）にお住まいの方々とどのようにお付き合いを
されていますか。

Ｑ５：（Ｑ４で「ある」と答えた方へ）あなたの
お住まいの地域では、自治会組織の活動は活発に
おこなわれていますか。

（ｎ＝486） （ｎ＝486）

東京都が実施した「インターネット都政モニターアンケート結果（平成16年度）」より作成
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人のつながりに関する意識調査
（人との望ましい付き合い方）

「平成19年版国民生活白書（つながりが築く豊かな国民生活）」より作成

「地域」、「職場」においては、全面的な深いつながりを求める意識が総じて弱ま
り、その一方で適度に距離を置いた緩やかなつながりを求める意識が強まっている
と考えられる。
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人のつながりに関する意識調査
（近所付き合いの程度の推移）

「平成19年版国民生活白書（つながりが築く豊かな国民生活）」より作成

近所付き合いをどの程度しているか尋ねた結果を見ると、「親しくつき合ってい
る」が75年には52.8％と半数を超えていたが、97年には42.3％に下落している。一
方、「あまりつき合っていない」が同じ時期に11.8％から16.7％に高まるなど、近
隣関係の希薄化を見て取れる。
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人のつながりに関する意識調査
（地域のつながりと治安）

「平成19年版国民生活白書（つながりが築く豊かな国民生活）」より作成

ここ10年間で治安は良くなったか悪くなったか尋ねた結果を見ると、「悪くなったと
思う」と回答した人は、8割を超えている。その理由を見ると「地域社会の連帯意識が
希薄となったから」が49.0％と、地域のつながりの希薄化により地域が防犯機能を果
たさなくなったことを示唆する回答が多かった。
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平成7年＊ 平成12年＊ 平成17年＊ 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年
東 京 都 5.3% 7.2% 8.5% 10.0% 11.9% 12.9% 13.4%
区 部 5.9% 7.9% 9.0% 10.4% 12.1% 13.1% 13.6%
市 部 3.9% 5.5% 7.2% 9.2% 11.2% 12.3% 12.9%
西 多 摩 郡 3.1% 4.4% 6.3% 8.1% 10.2% 11.6% 11.9%
島 部 11.0% 11.8% 14.6% 15.9% 18.1% 19.4% 19.9%

高齢者単身世帯数の割合（予測）
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平成7年＊ 平成12年＊ 平成17年＊ 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

東京都 区部 市部 西多摩郡 島部

※「東京都世帯数の予測」より作成（「世帯主が65歳以上の地域別単独世帯数/地域別総世帯数）
＊印は国勢調査結果による数値であり、１５歳未満並びに年齢及び分類不詳の世帯を含む。
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